
平成２４年度 第１回 朝日地域審議会 
 

 次    第 
 

     日 時  平成２４年５月３１日（木） 

          午前９時３０分～ 

     場 所 朝日庁舎４階 大会議室   

 

１ 開  会  
 
２ あいさつ  
 

３ 協  議 

 

（１）平成２４年度予算および主な事業の概要について 

 

 

（２）地域審議会の提言について 

 

 

４ そ の 他 

 

 委員改選（任期：H24.6.10～H26.6.9）、公募委員の募集について 

 

平成２４年度地域審議会の開催計画について 

 

 

 

５ 閉  会 



朝 日 地 域 審 議 会 委 員 名 簿 

 

 

（任期 平成２４年７月１日から平成２６年６月３０日まで）   

 

区   分 所  属  団  体  等 役職名等 氏  名 

１ 朝日地域駐在員連絡協議会 会 長 佐 藤 正

２ 朝日地域駐在員連絡協議会 副 会 長 上 野 博 喜

３ 出羽商工会朝日支部 代 表 理 事 松 本 壽 太

４ 庄内たがわ農業協同組合 理 事 齋 藤 源 之 助

５ 出羽庄内森林組合 理 事 佐 藤 泉 三

６ あさひむら直売施設管理運営組合 店 長 佐 藤 照 子

７ 鶴岡市消防団朝日方面隊 方 面 隊 長 宮 﨑 康 史

８ 庄内たがわ農業協同組合朝日支所女性部 部 長 難 波 玉 美

９ 鶴岡市朝日地区民生児童委員協議会 会 長 佐 藤 宥 男

１０ 朝日体育協会 会 長 佐 藤 芳 彌

１１ 朝日芸術文化振興協会 会 長 渡 部  嚴

１２ 鶴岡市老人クラブ連合会朝日支部 支 部 長 小 野 寺 一 郎

１３ 鶴岡市立朝日小学校ＰＴＡ 会 長 難 波 一 之

１４ 

公共的団体等 

大鳥タキタロウ村 村 長 大 滝 清 策

１５ 旧朝日村議会 元 副 議 長 井 上 時 夫

１６ 朝日地域駐在員連絡協議会 事 務 局 長 工 藤 悦 夫

１７ 鶴岡市食生活改善推進協議会 理 事 安 達 幸 恵

１８ あさひスポーツクラブ 指 導 員 渡 部 小 枝

１９ 月山あさひ博物村 支 配 人 今 野 継 子

２０ 

学 識 経 験 者 

農業（鶴岡まちづくり塾）  五 十 嵐 大 輔

 



○ 鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、同郡朝 

日村及び西田川郡温海町の廃置分合に伴う地域審議会の設置 

平成 17 年 1 月 17 日 

／鶴岡市告示第 10 号／藤島町告示第 4 号／羽黒町告示第 21 号／櫛引町告示 

第 5 号／朝日村告示第 4 号／温海町告示第 3 号／ 

平成 17 年 10 月 1 日から鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引

町、同郡朝日村及び西田川郡温海町を廃し、その区域をもって新たに鶴岡市

を設置することに伴い、市町村の合併の特例に関する法律(昭和 40 年法律第

6 号)第 5 条の 4 第 1 項の規定に基づく地域審議会の設置を、次のとおり(鶴

岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、同郡朝日村、西田川郡温

海町)と協議して定めた。 

鶴岡市長 富塚陽一 

藤島町長 阿部昇司 

羽黒町長 中村博信 

櫛引町長 難波玉記 

朝日村長 佐藤征勝 

温海町長 佐藤正明 

鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引町、同郡朝日村 

及び西田川郡温海町の廃置分合に伴う地域審議会の設置に関する 

協議書 

平成 17 年 10 月 1 日から鶴岡市、東田川郡藤島町、同郡羽黒町、同郡櫛引

町、同郡朝日村及び西田川郡温海町を廃し、その区域をもって新たに鶴岡市

を設置することに伴い、市町村の合併の特例に関する法律(昭和 40 年法律第

6 号。以下「合併特例法」という。)第 5 条の 4 第 1 項の規定に基づく地域

審議会の設置について、同条第 2 項の規定により下記のとおり定めるものと

する。 

記 

(設置) 

第 1 条 合併特例法第 5 条の 4 第 1 項の規定により、次の各号に掲げる区域

を対象にして、当該各号に定める地域審議会(以下「審議会」という。)を

置く。 

(1) 合併前の鶴岡市の区域 鶴岡地域審議会 

(2) 合併前の東田川郡藤島町の区域 藤島地域審議会 

(3) 合併前の東田川郡羽黒町の区域 羽黒地域審議会 



(4) 合併前の東田川郡櫛引町の区域 櫛引地域審議会 

(5) 合併前の東田川郡朝日村の区域 朝日地域審議会 

(6) 合併前の西田川郡温海町の区域 温海地域審議会 

(設置期間) 

第 2 条 審議会の設置期間は、平成 17 年 10 月 1 日から平成 27 年 3 月 31

日までとする。 

(所掌事務) 

第 3 条 審議会は、合併に係る次に掲げる事項について、市長の諮問に応じ

て審議し、答申するものとする。 

(1) 新市建設計画の変更に関する事項 

(2) 新市建設計画の執行状況に関する事項 

(3) その他市長が必要と認める事項 

2 審議会は、必要と認める事項について、市長に意見を述べることができ

る。 

(組織) 

第 4 条 審議会は、第 1 条の区域(以下「区域」という。)ごとに委員 20 人

以内で組織する。 

2 委員は、区域に住所を有する者で次の各号に掲げるもののうちから、市

長が任命する。 

(1) 公共的団体等を代表する者 

(2) 学識経験者 

(任期及び失職) 

第 5 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補

欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員の再任は、妨げないものとする。 

3 委員は、区域に住所を有しなくなったときは、その職を失う。 

(会長及び副会長) 

第 6 条 審議会に会長及び副会長 1 人を置き、委員の互選によって定める。 

2 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

3 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

(会議) 

第 7 条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が招集する。 

2 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 



3 会議の議長は、会長が務める。 

4 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

5 会議は、必要に応じ、委員以外の者を会議に出席させ、意見を求めるこ

とができる。 

6 会議は、公開とする。ただし、議長が必要と認めるときは、会議に諮っ

た上公開しないことができる。 

(庶務) 

第 8 条 審議会の庶務は、新たに設置される鶴岡市の区域ごとの担当部署に

おいて処理する。 

(委任) 

第 9 条 この協議に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この協議は、平成 17 年 10 月 1 日から施行する。 

平成 17 年 1 月 17 日 

鶴岡市長 富塚陽一 

藤島町長 阿部昇司 

羽黒町長 中村博信 

櫛引町長 難波玉記 

朝日村長 佐藤征勝 

温海町長 佐藤正明 

 



































































※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

2-1-7-175（地域審議会運営事業）

朝日地域審議会運営事業 4,822 4,822

2-1-7-185（地域活性化事業）

山ぶどう産業自立化支援事業補助金 590 590 0

2-1-7-185（地域活性化事業）

潜在的農産物活用推進事業補助金 508 508 0

2-1-7-185（地域活性化事業）

大鳥自然の家環境教育実践事業 345 345 0

2-1-7-185（地域活性化事業）

冬季自然体験活動支援事業 400 400 0

2-1-7-185（地域活性化事業）

※地域情報広報事業 180 180 0

2-1-7-185（地域活性化事業） 森の再生協力隊の組織化に向けた支援を行う。

里山整備支援ネットワーク育成事業 327 327 0
・森林整備ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動の実施、伐採木の薪化及び運
搬による仕組みの構築、間伐で発生した材木の薪化。

2-1-7-185（地域活性化事業）

※地域資源ほりおこし補助金 400 400 0

2-1-7-190（地域間連携事業）

※
そば消費拡大事業（そば消費拡大等
推進補助金）

448 448

地域内で行われている活動への理解を深めてもら
い、積極的な参加を促すための取組の一つとし
て、地域振興カレンダーを作成し、周知を行う。

8
総務企
画

庁舎

山菜等の１次加工などに取り組む集落等組織への
計画づくりを支援するとともに、潜在作物等の素
材を活かした新商品開発への支援を実施する。

9 産業

庁舎
山野草（ヒメサユリ）の植栽や、自然観察学習会
を開催するなど、地元自然環境を活かした学習プ
ログラムの開発を行なう。

総務企
画

地域小学校児童を対象にしたスキー教室を支援し、ス
キー技術の習得を図るとともに、朝日地域ならではの
体験として雪に親しむ機会を創出し、スポーツを通し
て地域理解を深める。

山間部に数多く存在する湧水の基礎調査を行い、
地域資源としての活用策を検討する。

7 産業

地域住民の意見を行政に反映し、地域と行政との
連携と協働を推進しつつ、地域振興のあり方を論
議する。

2 産業 庁舎
「月山ワイン」のＰＲや地産地消に向けた商品説
明会開催経費に対して支援するとともに、月山ワ
インまつりへの助成を行う。

一般会計

1
総務企
画

本所

3

庁舎

庁舎

産業 庁舎

平成２４年度予算　朝日庁舎主要事業について

担当課
室名

総務企
画

庁舎

庁舎
そば栽培の面積拡大による農業所得の向上を図る
ため、そばの消費拡大・知名度アップに向けた取
り組みを支援する。

総務企
画

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

4

5

6

資料２
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

2-1-7-190（地域間連携事業）

※中山間地域農産物販路拡大調査事業 1,722 1,722

2-1-7-310（過疎対策推進事業）

集落支援員設置事業 8,978 8,978 0

2-1-10-040（高度情報通信基盤施設
管理運営事業）

インターネット管理運営運営 59,545 58,971 574

2-1-10-045（高度情報通信基盤施設
整備事業）
【電源立地地域対策交付金事業】
通信機器設備工事

10,807 10,233 574

2-1-10-045（高度情報通信基盤施設
整備事業）
【電源立地地域対策交付金事業】
ケーブルテレビ機器購入事業

1,899 1,377 522

2-1-16-025（国内都市提携事業）

ふるさと会支援事業 443 443

3-1-5-030（高齢者長寿祝賀事業）

敬老会事業 2,480 2,480

3-1-5-115（高齢者施設運営事業）

高齢者生活福祉センター運営事業 3,970 3,970

3-1-5-150（高齢者生活支援事業）

高齢者世帯等雪下ろし費用助成事業 280 280

3-2-1-035（放課後児童対策事業）

放課後児童対策事業 2,527 2,527

在宅での生活が困難な一人暮らし等高齢者に対して、
一定期間居住を提供する。

産業
庁舎
連携

本所

総務企
画

総務企
画

庁舎

庁舎
総務企
画

本所
自力で雪下ろしが困難な低所得高齢等世帯に対して、
雪下ろし１回当たり１万円を限度に助成する。

昼間保護者のいない家庭の小学校児童の育成指導に資
するため学童保育所を朝日小学校内の空きスペースに
開設する。
平成２４年度登録児童予定数９名。

本所

17
市民福
祉

19
市民福
祉

18
市民福
祉

15
総務企
画

首都圏庄内あさひ会、仙台圏庄内朝日会支援
（補助金ほか）

朝日地域の８地区で市の補助事業として開催する。
平成２４年度の補助対象者はかぞえ７５歳以上とな
る。

16
市民福
祉

本所

庁舎

13

本所

10

朝日・櫛引地域で運営している「ｅ－でわネッ
ト」と「地域イントラ」の運営（ケーブルテレビ
管理運営経費は櫛引庁舎で計上）

12

集落振興の取り組みへの支援
朝日・温海地域に1名づつ配置

11

中山間地域の農業所得の向上を図るため、朝日地
域と温海地域とが連携した協議会をつくり、農林
産物の販路拡大に向けた取組みを調査する。

総務企
画

庁舎

ＮＴＴ局舎等に設置してあるインターネット接続
機器の更新（Ｌ２スイッチ15台）

14
加入者宅や音声告知タワーに設置する終端装置の
購入（Ｖ－ＯＮＵ40個）
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

3-2-2-050（通園対策費）

通園バス運営費 7,570 1,728 5,842

3-2-3-080（子ども家庭支援センター
管理運営事業）
子育て支援・家庭相談事業（ことば
の教室）

443 443

3-2-3-085（朝日保育園改築事業）

朝日保育園改築事業 354,206 279,300 74,906

4-1-1-035（衛生組織支援事業） 衛生組織連合会業務を行う朝日地域駐在員

衛生事業協力謝礼 65 65 連絡協議会に対する謝礼。

4-1-1-055 (乳幼児健康診査・健康教
育事業）
乳幼児健康診査・健康相談事業、歯
科検診

408 408

4-1-3-025（こころの健康づくり推進
事業）

こころの健康づくり推進事業 33 33

4-1-3-030　（健康教育・相談事業）

健康教育・相談事業 57 57

4-1-3-040 (健康診査事業）

健康診査事業 21 21

4-1-3-035 （いきいき市民の健康づ
くり推進事業）

いきいき市民の健康づくり推進事業 164 164

4-1-5-030（生活環境保全対策事業）

環境保全関連水質検査事業 536 536

生活習慣病予防対策の重要な位置を占める食生活改善
の取り組みを推進するため、食生活改善推進協議会・
保健委員会の活動を支援する。

本所

市民福
祉

本所

本所

25
市民福
祉

市民福
祉

29
市民福
祉

23
市民福
祉

市民福
祉

本所

本所

本所

20

「こころの健康づくり」についての普及・啓発の
ため講演会等を開催する。

保育所を改築し、より効果的かつ安全衛生的な保育を
実施する。
平成２４年度事業：朝日保育園改築の建設工事等

本所

市民福
祉

産廃処理施設跡地周辺の水質検査を住民との協定
に基づき実施する。

保育園児についてバスによる送迎を実施すること
で登降園の安全確保及び保護者の負担軽減を図
る。

21
市民福
祉

言葉の面で発達に問題のある幼児を対象に専門講
師の指導による言葉の教室を週１回開催する。

22

26

28

4ヶ月児・7ヶ月児健診、1歳6ｹ月児・3歳児健診、2歳
児歯科健診・はあと教室など育児相談、育児教室の実
施により安心して子育て出来る環境づくりを支援す
る。

生活習慣改善等市民の健康づくり推進のために健
康教育・相談事業を実施する。

27

市民福
祉

検診分については本所一括計上。庁舎予算は用紙等消
耗品のみ。

24

本所

本所

市民福
祉

本所
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

4-2-1-025（公衆便所維持管理事業）

公衆便所維持管理事業 971 971

4-2-2-020（塵芥収集事業） 生活系一般廃棄物の収集運搬業務を

塵芥収集事業 12,455 12,455 許可業者に委託する。

4-2-2-025（ごみ減量・ﾘｻｲｸﾙ推進事
業）

紙資源等拠点回収事業 79 79

4-2-2-030 （環境美化推進及び散在
性廃棄物対策事業）

散在性廃棄物処理業務 －

6-1-4-20(土づくり推進事業） 堆肥購入補助

環境保全型農業推進事業費補助金 400 400 1/3又は2,000円/ｔ　上限

6-1-4-60(特産物生産推進支援事業）

園芸作物産地化推進支援事業費補助金 660 660 0

6-1-4-60（特産物生産推進支援事
業）

ハウス整備４棟、花き土壌消毒機１台、生産資材、

活力ある園芸産地創出支援事業費補
助金

5,989 4,990 999 ぜんまい乾燥機など

6-1-4-40（農業生産一般支援事業） 農道除雪委託料　3,100,000円

融雪遅延対策事業 4,155 4,155 苗代除雪補助金　1,055,000円

6-1-4-40（農業生産一般支援事業） 米の安全品質管理対策協議会,植物浄化委託

米の安全品質管理対策事業 1,614 225 1,389 土壌改良剤投入、米の安全品質管理業務委託

6-1-4-60(特産物生産推進支援事業） 中山間地域特産物種苗供給補助　　補助率　1/3

園芸作物産地形成支援事業費補助金 800 800 Ｈ22よりＪＡ単位で総枠なので見込額

水洗式２棟（落合・大網）と汲取り式１棟
（田麦俣）の維持管理を行う。

31
市民福
祉

30
市民福
祉

庁舎

庁舎

本所

市民福
祉

34 産　業 庁舎

33
市民福
祉

32

本所一括予算

本所

本所

公共施設を利用した資源リサイクルステーション
２ヶ所開設・通年月２回設置（シルバー人材セン
ターに管理業務委託）、雪下ろし作業料

対象５品目
（みょうが、行者にんにく、こごみ、うるい、ぜ
んまい）

産　業35 庁舎

庁舎

産　業

37 産　業

庁舎

産　業 庁舎

産　業

36

38

39
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

6-1-4-80（農産物販売促進支援事
業）

墨田まつりとわんぱく雪まつりへの参加

墨田区との交流事業 908 908 バス・トラック借上げ、雪運搬委託料等

6-1-5-20（中山間地域等直接支払交
付金事業）

（市全体） 国より１／２補助あり

中山間地域等直接支払交付金 261,486 196,515 64,971 第三期対策（Ｈ22より5年間）

6-1-5-45（施設管理事業）

施設管理業務委託料 913 913

6-1-5-50（鳥獣保護及び駆除事業） （市全体）

鳥獣害保護及び駆除事業 2,793 2,793

6-1-5-50（鳥獣被害対策事業） （市全体） 被害軽減モデル事業等（器具購入補助金等）

鳥獣被害対策事業補助金 2,550 1,250 1,300 狩猟免許取得支援事業

6-1-6-25（放牧場運営対策事業)

大網放牧場運営費補助金 2,900 2,900

6-1-7-020(農業関連施設等維持管理
事業）

体験農園事業 928 850 78

6-1-7-020(農業関連施設等維持管理
事業）

農作業準備休憩施設管理事業 117 117

6-1-7-020(農業関連施設等維持管理
事業）
農道敷砂利・補修用コンクリート事
業

1,117 1,117

6-1-7-020(農業関連施設等維持管理
事業）

農道管理業務委託事業 84 41 43

大平農業体験農園管理委託料

大平農作業準備休憩施設管理委託料

集落管理農道維持用材料支給

上野山農道管理委託料庁舎

46 産　業

庁舎

産　業 本所

本所

45

49

47 産　業

48 産　業

43

44

庁舎

産　業

庁舎

産　業

41 産　業

産　業

本所

雪室施設管理委託料

庁舎

産　業 庁舎

産　業 庁舎

42

40

有害鳥獣捕獲委託料

大網放牧場支援事業補助金
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

6-1-7-055（市単独土地改良事業補助
金

市単独土地改良事業 405 405

6-1-9-020(地籍調査費）

朝日地区地籍調査事業 7,020 5,265 1,755

6-2-2-035(林業振興対策事業） （市全体）

特用林産物生産振興事業補助金 1,300 1,300

6-2-2-25（林道維持管理事業） （市全体）

林道敷砂利事業 3,800 3,800

6-2-2-25（林道維持管理事業） 林道の急勾配、急カーブの防塵舗装

林道路面整備事業 800 160 640 事業費の20％地元負担

6-2-2-25（林道維持管理事業） （市全体）

林道管理業務委託 2,318 2,318

6-2-5-25（林業基盤整備事業）

林道本郷松沢線開設事業 5,900 5,900

6-2-4-20（市有林整備事業委託料） （市全体） 市全体事業費

市有林整備 3,404 3,404 朝日庁舎　上名川水上市有林　1.2ｈａ

6-2-2-20（林政一般事業） 下本郷林業集会施設改修工事

※林業集会施設改修工事 8,000 8,000 熊出林業集会施設改修工事

7-1-3-20 (物産宣伝開発事業)

物産宣伝開発事業 339 339

七五三掛地区地籍再調査

林道維持管理用材料(砂利）支給

市単独土地改良事業補助金（補助率30％以内）

59 産　業 庁舎
特産品開発協議会補助金（特産品の販売・宣伝活
動支援）

（開設工事は県代行工事で実施）、支障木伐採委
託料1,000、用地測量業務委託料4,000、土地購入
費200、立木補償費700

きのこ類・原木マイタケの種菌、山菜の苗木等の
購入補助　補助率50％以内

基幹林道花戸線、荒沢線、本郷松沢線の草刈り作
業委託

産　業

産　業

55 産　業

産　業

54

本所

庁舎

本所

庁舎

産　業 庁舎

産　業 本所

51

産　業

産　業

本所

庁舎産　業

52

58

57

53

56

50 庁舎
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

7-1-4-20 (観光一般事業)

※観光案内看板整備事業 200 200

7-1-4-20 (観光一般事業)

タキタロウ館管理運営事業 629 629

7-1-4-20 (観光一般事業)

あさひむら観光協会運営補助金 3,670 3,670

7-1-4-20 (観光一般事業)

六十里越街道活用事業補助金 594 594

7-1-4-20 (観光一般事業)

タキタロウまつり運営事業補助金 1,358 1,358

7-1-4-20 (観光一般事業)

雪とぴあ運営事業補助金 227 227

7-1-4-20 (観光一般事業)

湯殿山スキー場経営安定支援事業補
助金

3,000 3,000

7-1-4-20 (観光一般事業)

湯殿山地区観光振興資金貸付金 30,000 30,000 0

7-1-4-30 (観光地美化整備事業)

登山道、避難小屋管理業務 2,194 339 1,855

7-1-4-30 (観光地美化整備事業)

自整協朝日支部交付金 569 569
69 産　業 庁舎 自然公園保全整備促進協議会朝日支部交付金

66 産　業

大鳥池山小屋、以東岳避難小屋、湯ノ沢岳登山
道、摩耶山登山道、田麦俣登山道等の管理、大鳥
池山小屋修繕

67 産　業 庁舎
短期貸付制度
貸付期間1年以内、年利0.5%

68 産　業 庁舎

60 産　業 庁舎

スキー場の経営安定を目的に、金融機関からの運
転資金等の借入れ利息及びスキー場における各種
大会等環境整備の経費に対する支援を行う。

実行委員会が主催するタキタロウまつり運営費に
対する補助金

65 産　業 庁舎
実行委員会が主催する雪まつり運営費に対する補
助金

産　業

62 産　業 庁舎

64

産　業 庁舎 管理運営委託

運営補助

庁舎
六十里越街道トレッキング及び関連イベントの開
催に対する補助金

庁舎

61

産　業63

タキタロウ館看板修繕

庁舎
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

7-1-4-30 (観光地美化整備事業)

国立公園内登山道維持補修管理業務 1,026 1,026 0

7-1-5-55（月山あさひ博物村管理運
営事業）

月山あさひ博物村管理運営事業 28,152 683 27,469

7-1-5-60（家族キャンプ村管理運営
事業）

月山あさひｻﾝﾁｭｱﾊﾟｰｸ管理事業 4,055 2,094 1,961

7-1-5-085 （かたくり温泉ぼんぼ管
理運営事業）

かたくり温泉ぼんぼ管理運営事業 41,983 28,262 13,721

8-2-2-20(道路維持事業）

交通安全施設維持補修事業 2,300 2,300 0

8-2-2-20(道路維持事業）

市道維持補修工事 1,311 1,311

8-2-2-20　道路維持事業

道路美化事業 582 582

8-2-2-20　道路維持事業

草刈作業委託事業 2,160 2,160

8-2-3-20（道路新設改良事業） .

※小規模市道改良舗装工事 6,980 6,600 380

8-2-3-20（道路新設改良事業）

※克雪対策市道側溝整備工事 4,880 4,600 280

ガードレール、区画線

舗装補修（パッチング）

森ノ腰平根線改良舗装L=80m、W=5.5m

８自治会及び８路線

沢口線ほか2路線　側溝L=310ｍ

国･県道沿いに花植え

南部建
設事務
室

庁舎

庁舎76
南部建
設事務
室

74
南部建
設事務
室

73

78
南部建
設事務
室

庁舎

79 庁舎

庁舎

75
南部建
設事務
室

庁舎

77

㈱月山あさひ博物村に管理運営委託、アマゾン自
然館館長報酬、展示用物品賃借料、博物村活性化
計画策定委託料（継続）

72 産　業

71

かたくり温泉ぼんぼの管理運営は、指定管理者制
度により社会福祉法人朝日ぶなの木会に委託す
る。(24年度から3年間の指定期間）

国立公園内登山道の刈払い及び維持補修庁舎70 産　業

オートキャンプ場管理のための各種業務委託料

市民福
祉

本所

南部建
設事務
室

産　業 庁舎

庁舎
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

8-2-4-20　橋梁維持事業

笹目橋高欄補修工事 2,500 2,500

8-2-5-20（橋梁新設改良事業）

本郷橋橋梁整備事業 83,300 49,800 33,500 0

8-2-5-20（橋梁新設改良事業）

※上田沢橋橋梁整備事業 8,000 8,000 0

8-2-6-20　除雪対策事業

市道除雪事業 95,045 95,045

8-2-6-30（克雪対策生活道整備事
業）

生活道整備事業補助金 776 776

8-2-7-20（社会資本整備総合交付金）

市道大網線改良舗装工事 10,000 6,000 3,200 800

8-2-7-20（道路公共事業）

市道大網越中山線改良舗装工事 30,900 30,900 0

8-2-7-20（道路公共事業）

※市道上大針線（仮称）改良舗装工事 10,200 10,200 0

8-2-7-20（道路公共事業）

※市道日野沢線改良舗装工事 6,800 6,800 0

8-2-7-20（道路公共事業）

※市道大西線改良舗装工事 8,700 8,700 0

庁舎
L=600m
舗装補修工

舗装、機械購入等　　補助上限：500千円

上部工、取付道路工、旧橋撤去工、保護護岸工
橋長L=79.3ｍ

Ｈ２４年度施工延長
Ｌ＝５３ｍ

橋梁詳細設計
橋長L=12.5ｍ 幅員W=4.0(6.0)m

庁舎 除雪路線　９２．５Ｋｍ

L=200m、W=7m
土工、排水構造物、舗装工、防護柵工、擁壁工

L=57m、W=5.5(7.0)m
用地測量、用地買収、工事　（Ｈ２４完了予定）

L=185m、W=4.0(6.0)m
測量設計、用地買収、物件移転補償

L=100m、W=4.0(5.0)m
測量設計、用地買収、物件移転補償

庁舎

庁舎

南部建
設事務
室

89 庁舎

87
南部建
設事務
室

庁舎

庁舎

81

80
南部建
設事務
室

庁舎

83

84

86
南部建
設事務
室

南部建
設事務
室

南部建
設事務
室

85
南部建
設事務
室

南部建
設事務
室

庁舎88

南部建
設事務
室

82

南部建
設事務
室

庁舎
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

8-3-2-025

月山ダム公園維持管理事業 4,036 2,131 1,905 0

8-7-1-35（克雪タウン計画促進事
業）

克雪住宅整備支援事業補助金 1,000 400 600

9-1-3-25 (消防施設新営改良事業)
【電源立地地域対策交付金事業】

耐震性貯水槽整備事業　1基 8,350 7,500 700 150

9-1-3-25 (消防施設新営改良事業)
【電源立地地域対策交付金事業】

消火栓ボックス整備事業 8,865 7,500 1,200 165

9-1-3-25 (消防施設新営改良事業)

小型ポンプ・軽積載車整備事業 5,000 5,000 0

10-1-2-30(高等学校生徒学費補助事
業）

高等学校遠距離通学生徒交通費補助金 1,073 1,073

10-1-2-80(学校適正配置推進事業）

学校適正配置推進事業 3,432 3,432

10-3-3-60(朝日中学校改築事業）

改築設計業務委託等 32,778 27,700 5,078

10-5-1-20 （社会教育行政一般）

あさひ婦人の会補助 51 51

10-5-2-40 (地区公民館大規模改修事業）
【電源立地地域対策交付金事業】

朝日東部公民館屋根塗装修繕 1,200 950 250

非課税世帯に対し通学費相当額の４０%を補助

朝日東部公民館の屋根塗装修繕

研修等事業補助

（予算配分はなし）
学区細編の対象８中学校区に地域検討委員会を設
置し、地域毎の再編計画を策定

南部建
設事務
室

庁舎 耐雪、融雪、落雪型等　　補助上限：500千円

総務企
画

91

93

94

総務企
画

総務企
画

総務企
画

本所

総務企
画

92

ダム公園内トイレ清掃、樹木管理事業、除草委託、
ダム周辺整備事業、緑地管理

配置後２０年を経過した消防車輌の更新により機
能強化を図り、緊急時における消防防災力の向上
や、平常時における予防消防に努める

有蓋式の耐震性貯水槽を整備することにより。緊
急時における消防防災力の向上を図る

90
南部建
設事務
室

庁舎

※

95

庁舎

本所

本所

本所

本所96

97

98

99
総務企
画

庁舎

朝日中学校改築のため耐力度調査、基本・実施設
計業務を行う。

経年劣化や老朽化した消防資機材の更新により各
集落自主防災組織の機能強化を図り、緊急時にお
ける消防防災力の向上を図る

総務企
画

本所

総務企
画

10 / 16 ページ



※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

10-5-4-20 (芸術文化振興事業）

芸術文化振興事業 1,163 1,163

10-5-5-40(大鳥自然の家事業）【電源立
地地域対策交付金事業】

渡り廊下屋根葺き替え工事 1,939 1,550 389

10-6-1-30（健康・生涯スポーツ振興
事業）

ロングパス券補助 1,358 1,358

10-6-1-35(総合型地域スポーツクラ
ブ活動支援事業）

あさひスポーツクラブ活動支援補助 591 591

10-6-2-115(朝日スポーツセンター等管理運
営事業）【電源立地地域対策交付金事業】

テニスコート防風ネット修繕 1,029 800 229

湯殿山スキー場の利用者の負担軽減

各種教室、サンスポーツクラブ支援

朝日スポーツセンターテニスコート暴風ネット修繕

芸術鑑賞会（合唱・器楽等公演)
感性教育講演会

大鳥自然の家屋根葺き替え工事

本所

総務企
画

本所

本所

スポー
ツ

総務企
画

庁舎

102
スポー
ツ

本所

スポー
ツ

104

103

100

101
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県

支出金
地方債 その他 一般財源

担当課
室名

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

資料２

3-1-2-020（自立支援型デイサービス
事業）

自立支援型デイサービス事業 2,926 2,926

3-2-6-035（家族介護者支援事業）

家族介護者交流事業 272 272

3-1-2-040（健康教育・相談事業）

健康教育・相談事業 74 74

2-1-1-020（直営診療施設勘定）

【電源立地地域対策交付金事業】
大網診療所医療機器整備事業

1,300 1,050 250

8-2-1-020（健康増進・保健指導事
業）

健康教育・相談事業 371 371

大網診療所の自動解析付き心電計の更新を行う。108
市民福
祉

庁舎

本所 介護予防のため健康教育・相談事業を実施する。

高齢者を介護している家族に対して、介護から一
時的に開放し、温泉などへの旅行、施設見学等を
活用した介護者相互の交流を図る。

市民福
祉

106
市民福
祉

市民福
祉

本所

本所

介護保険サービスの対象にならないひとり暮し高
齢者等を対象にひきこもり及び介護予防のための
「いきいきクラブ」を実施し、ディサービスを提
供する。

生活習慣改善等市民の健康増進・保健指導事業を
実施する。

市民福
祉

本所109

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計

107

105
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県支出

金
地方債 その他 一般財源

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

地域資源を活用した観光地づくり事業 2,340 2,340 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

観光施設等環境整備事業（六十里越
街道巡回及び管理事業）

1,995 1,995 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

森林体験活動推進事業（湯殿山ス
キー場）

1,970 1,970 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

冬期観光施設安全等確保事業（湯殿
山スキー場）

10,142 10,142 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

観光施設安全等確保事業（月山あさ
ひ博物村）

1,991 1,991 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

農産物への害獣であるサルの生息調査・被害確
認・巡回・サル接近警戒システムの効果確認を行
う

有害鳥獣対策被害等巡回調査事業 5,186 5,186 0
（鶴岡市鳥獣被害防止計画により朝日・櫛引・温
海、鶴岡南部地域４地域が実施対象）

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

林道等維持管理業務委託 7,848 7,848 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

※
地域農林産物情報通信活用販路拡大
調査

2,491 2,491 0

4

7 産業 庁舎

市内（温海地域）を除くの林道を中心に通常の維
持管理作業では困難な作業（路面整正、崩落土砂
撤去、側溝浚渫、草刈、支障木除去等）を行い良
好な通行の確保を図る。

インターネット等の活用による地域農林産物の販
路拡大可能性について調査する。

2 産業 庁舎

庁舎3 産業

平成２４年度予算（震災等緊急雇用対応事業）　朝日庁舎主要事業について

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

担当課
名

一般会計

1 産業 庁舎

6 産業 庁舎

　地域内の多くの観光資源や観光素材の発掘と観
光商品の開発を行い、またＰＲ活動を強化して、
観光客数の増加を図るため、あさひむら観光協会
に委託実施する。

　出羽の古道六十里越街道の危険箇所等の見回り
及び簡易な修繕等を行うため、あさひむら観光協
会に委託実施する。

　ウィンタースポーツやスノーシュートレッキン
グ、動植物観察や写真撮影、雪遊びなど雪を活用
した森林体験事業を行うため、㈱湯殿山観光開発
公社に委託実施する。

　冬期観光施設の安全確保のため、施設内のパト
ロールや駐車場整理、観光案内等を実施するた
め、㈱湯殿山観光開発公社に委託実施する。

　夏期に全国から多くの観光客が訪れる道の駅
「月山」における観光案内と観光情報の提供、駐
車場の整理等を実施するため、㈱月山あさひ博物
村に委託実施する。

5 産業

庁舎産業

庁舎

8 産業 庁舎
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県支出

金
地方債 その他 一般財源

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

担当課
名

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

※
中山間地域農林産物活用加工開発研
究業務

2,936 2,936 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

地域特産品地産地消推進事業 3,006 3,006 0

7-1-2-155（震災等緊急雇用対応事
業）

月山ワイン等園芸特産物販売事業 4,331 4,331 0

転作作物の栽培拡大と地域産業の振興を図るた
め、月山ワイン等の園芸特産物について首都圏で
の販路を開拓する。

山間地域特有の農林産物等を活用した新しい加工
品の開発研究を実施する。

転作作物の栽培拡大と地域産業の振興を図るた
め、
地域特産品の地産地消を推進し、地元への販路拡
大を図る。

産業

産業 庁舎

庁舎11

9 産業 庁舎

10
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※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県支出

金
地方債 その他 一般財源

11-1-2-020（林業施設災害復旧事
業）
平成23年災林道本郷松沢線１号箇所
災害復旧工事

15,015 13,858 1,041 116

11-1-2-020（林業施設災害復旧事
業）
平成23年災林道本郷松沢線２号・３
号箇所災害復旧工事

7,770 7,171 539 60

一般会計

1 産業

2

平成２３年度予算（７月補正）　朝日庁舎主要事業について

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

担当課
名

平成23年6月22日～24日発生梅雨前線豪雨災害に
より被災した林道を復旧する。

平成23年6月22日～24日発生梅雨前線豪雨災害に
より被災した林道を復旧する。

庁舎

産業 庁舎

15 / 16 ページ



※印は「新規事業」 （単位：千円）

款・項・目・細目（細目事業名） 予算

事　業　名 区分
国県支出

金
地方債 その他 一般財源

11-1-1-020（農地農業用施設災害復
旧事業）
平成23年災(33-30田)水谷地区災害復
旧工事

945 781 92 32 40

11-1-1-020（農地農業用施設災害復
旧事業）
平成23年災(33-30田)門田地区災害復
旧工事

1,754 1,450 170 60 74

0

0

0

0

平成２３年度予算（９月補正）　朝日庁舎主要事業について

№ 事　業　内　容事業費
財　　源　　内　　訳

担当課
名

本所
平成23年8月17日・18日発生豪雨災害により被災
した農地を復旧する。

本所
平成23年8月17日・18日発生豪雨災害により被災
した農地を復旧する。

一般会計

6

1

2

3

4

5

産業

産業
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朝日地域審議会からの提言に基づく事業計画について 

提  言  内  容 事業計画と方向性 

提言Ⅰ 中山間地域生活環境（機能）の維持再生について ～人材育成（役員の確保）及び防災体制・機能の整備について～ 

▼婚活への支援及び交流を核としたコミュニティ活動の充実 

少子高齢化への対応策の一つとして、婚活に対する支援とともに、結婚等

により地域に編入・定住する住民に対して交流の場をつくり、地域に溶け込

めるような支援策を充実する必要がある。 

また、コミュニティ活動では地域の伝統芸能活動も地域の活性化・一体化

の観点から重要な役割を果たしているので、その対策にも力を入れる必要が

ある。 

併せて、都市住民等との交流により情報提供・収集を行うことも重要であ

り、森づくりなどの共同作業を通した交流機会の確保も必要である。 

・各庁舎で地域特性を活かした婚活イベントを計画している。朝日庁

舎では今年度、湯殿山スキー場を会場にスノーボード教室と交流会

を予定している。また、首都圏の女性を対象とした『森の婚活物語』

を予定している。 

・「つるおか婚活支援ネットワーク」を昨年立ち上げており、婚活イ

ベントの情報提供や団体間情報交換会の開催など、地域全体で結婚

を支援していく。<登録 22 団体> 

・「婚活支援事業補助金」制度を設けており、婚活イベントなどを実

施する団体に対して支援していく。 

【婚活支援事業(P13)50 千円×6団体 300 千円】 

・集落の維持・活性化をサポートする集落支援員を配置し、職員と連

携しながら集落を巡回し、状況把握や点検に努め、話合いによる「集

落ビジョン」策定に取り組んでいる。ビジョンの実践には、人的な

面、資金面で支援していく。 

１１【集落ビジョン実践事業補助金（大鳥地区）1,500 千円】 

・いきいきまちづくり事業などを通して、意欲的な取組みを支援する

など、活力ある地域づくりを図っていく。 

【 いきいきまちづくり事業補助金(P13)2/3 補助 】 

①大鳥タキタロウ村地域活性化事業 

②カタクリの里しもたざわ地域活性化事業 

③太鼓による地域づくり事業 

・市民が安全・安心して暮らしていける地域社会の実現に向け、コミ

資料 ３ 
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ュニティの維持、活性化の方向性を示す「鶴岡市コミュニティ基本

計画」の策定に取り組んでいる。朝日地域からは２名の委員が委嘱

されている。 

・社会教育活動の拠点である地区公民館機能の見直しを含め、広域コ

ミュニティ組織の育成及び拠点の整備について、今年度から地域に

入り込んで検討していく。 

▼消防防災活動関係者の育成 

当地域消防団員は地域外への勤務者が多く、特に平日日中は消防団による

消火活動が困難な状況にある。そのため、消防団員の活動を補完する制度と

して消防団活動協力員制度があるが、現行制度においては協力員になるため

の要件が厳しいため、消防団ＯＢでなくても協力できる等の要件緩和ととも

に、その活動範囲の拡大を図るべきである。 

 また、防災機能の強化については、地域企業・団体との連携が必要であり、

そのあり方について協議調整が必要である。 

・平日日中、消防団員の活動を補完するため、消防団活動協力員制度

を設けており、登録者の増員に努めていく。 

<23 年度末 33 名> 

・各集落で組織化されている自主防災組織のリーダーを育成するた

め、自主防災組織指導者講習会とブラッシュアップ講習会を実施

し、組織の育成、強化を図っていく。 

・自主防災組織活動に対し、防災資機材の整備に加え、マップの作成

や防災研修会等ソフト事業にも支援していく。 

【自主防災組織活動補助金 1/2】 

▼消防資機材の整備促進 

当地域は行政区域面積が広範であることと、特に平日日中の消火活動は団

員の確保が困難であることから、地域住民や自主防災組織による初期消火が

非常に重要である。そのため行政が消火栓ボックスやホース等の機材を整備

してきた経過があり、今後の整備に対する支援が引き続き必要である。合わ

せて、なり手の不足に悩む消防団員の適正数も含め、山間地かつ遠隔地にお

ける消防活動のあり方を検討する必要がある。 

・防火水槽の有蓋化、消防ポンプ車の更新など、消防資機材について

計画的に整備していく。 

９２【耐震性貯水槽整備事業 1 基 8,350 千円】 

９３【消火栓ボックス整備事業 8,865 千円】 

９４【小型ポンプ・軽積載車整備事業 1 台 5,000 千円】 

提言Ⅱ 農林業の六次産業化の推進について  ～特産物加工施設の整備の必要性と可能性について～ 

▼魅力ある農業経営をめざした対策 

当地域の農業は、大規模化が困難な立地条件であり、山菜、菌茸類等の特

用林産物の産地化、ブランド化の推進を積極的に展開していく必要がある。

・中山間地における農業経営を安定させるために、園芸作物や特用林

産物の産地化、ブランド化をめざし、自立経営のできる農業経営モ

デルを実践し、後継者育成に取り組んでいく。 
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特に、収穫まで年数を要する山菜の栽培期間の短縮、栽培山菜の収量が減

少していく経年劣化など、栽培技術の改善に対する支援が必要である。また、

集落営農の推進、農地集積による農作業の効率化など生産コストの低減を図

り、自立経営のできる農業経営モデルを実践し、後継者の育成を図っていか

なければならない。 

併せて、低迷する林業振興策として、乾燥・製材施設の整備を図るなど地

元産材の供給体制づくりを進めていく必要がある。 

３４【環境保全型農業推進事業費補助金 400 千円】 

３５【園芸作物産地化推進支援事業費補助金 660 千円】 

３６【活力ある園芸産地創出支援事業費補助金 5,989 千円】 

４１【中山間地域等直接支払交付金 市全体 261,486 千円】 

５０【市単独土地改良事業 405 千円】 

▼加工部門について調査・検討の更なる展開 

少量多品目の農産物を生産する当地域において、持続的な農業経営を実現

するためには、繁忙期の分散、生産物の長期保存、収益の安定のために、通

年農業を前提とした農林産物の加工に取り組む必要がある。潜在量調査等こ

れまでの経過を踏まえて継続した調査研究を行い、雇用の創出につながる加

工産業の検討が必要である。 

・山菜、きのこ、薬草など加工販売への結びつきが弱い農林産物につ

いて、加工品作りや求評会開催などを通じた六次産業化の取り組み

や農作業の地域内分業等をめざすモデル団体の組織化に対する支

援を行っていく。 

３【潜在的農産物活用推進事業補助金 508 千円】 

・地場産業振興施設を拠点とした新商品開発などの取り組みを支援し

ていく。 

緊９【中山間地域農林産物活用加工開発研究業務 2,936 千円】 

▼多様な販売戦略の調査と実践活動の展開 

特産品の販売は、少量多品目で販売先が限定されることもあり、販路拡大

は特に極め細やかかつ多様な販売戦略が重要である。販売促進員の継続やイ

ンターネットの活用、ふるさと会でのＰＲ、都市農村交流などのイベント活

動を通しての継続的な販売戦略が必要である。特に、当地域の地場産品は安

全･安心という「自然のイメージ」をアピールした販売手法の検討が必要で

ある。 

・特産である月山ワインを PR するための情報発信を強化するため、

小売店を招待しての試飲会や月山ワインまつりを開催するなど、ワ

インの消費拡大に向けた取組みを支援していく。 

２【山ぶどう産業自立化支援事業補助金 590 千円】 

・首都圏等での月山ワインの販売促進活動を、今年度も引き続き行っ

ていく。 

緊１０【地域特産品地産地消推進事業 3,006 千円】 

緊１１【月山ワイン等園芸特産物販売事業 4,331 千円】 

・土地利用型の転作作物として推進している「そば」の消費拡大に

向け、他地域・関係団体等との連携を図り、年間を通じたそばの

需要拡大の取組みを展開する。 
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  ９【そば消費拡大事業 448 千円】 

・農林産物の多様な販売方法を検討するため、情報通信等を活用し

た販路拡大の可能性について調査する。 

緊８【地域農林産物情報通信活用販路拡大調査 2,491 千円】 

・朝日・温海地域の産直組合等で構成する協議会を立ち上げ、地域

が連携・協力して中山間地域の農林産物の販路拡大に向けた各種

調査を行う。 

１０【中山間地域農産物販路拡大調査事業 1,722 千円】 

▼家族・地域の絆の構築のため、再生可能エネルギーの活用検討 

朝日地域は豪雪に埋もれる中、地域内の助け合い、多世代の同居など家族

全体の協力「家族の絆」で凌いできたが、今この関係が希薄になりつつある。

そのため、近年再び需要が高まっている木材を活用した薪ストーブの普及拡

大を図ることにより、一家団らんの場を創出し、温もりのある生活の実現を

目指すとともに、再生可能エネルギーの活用に資することを提言する。 

・伐採木や間伐材を薪化し、それらを運搬・供給する仕組みを構築し

ていく。 

７【里山整備支援ネットワーク育成事業 327 千円】 

・下草刈り、枝打ち、ナラ枯れ被害木の処理、緩衝地帯を設置するボ

ランティア活動に取組んでいく。 

７【里山整備支援ネットワーク育成事業 327 千円】 

提言Ⅲ 定住化対策について  ～「住んでいたい」「住み続けられる」地域へ～ 

▼克雪対策への支援拡充 

  豪雪地帯である当地域は除排雪が大きな課題となっている。幸いにも雪下

ろし中の事故発生件数は多くないが、ますます進む高齢化により、自らが行

う雪下ろしは危険性が高まると共に、自力での作業を諦め業者等へ委託せざ

るを得ない状況である。また、雪の多い年は週末ごとに行わなければならな

い雪下ろし作業に疲弊し、地域を去る住民がある実態とともに、複数回に及

ぶ雪下ろしにより、家屋周辺の雪を一旦排雪しないと雪下ろしができなくな

るという困難な状況も生じている。 

雪は下流域の貴重な水源となる反面、地域住民にとっては切実な自然災害

である。豪雪に苦しむ過疎・中山間地域住民、特に高齢者世帯への定住化支

援対策として、克雪対策支援制度の拡充が必要である。 

・克雪住宅に対する支援や小規模生活道整備・小型除雪機の導入への

支援を引き続き行っていく。 

９１【克雪住宅整備支援事業 1,000 千円】 

・朝日地域駐在員連絡協議会が、昨年「地域除雪パートナーズ支援事

業」により 6 台の除雪機を購入し、高齢者世帯等の除雪を支援して

おり、地域の実態に即した対応に努めていく。 

【鶴岡パートナーズ支援事業(P12)】 

・低所得の高齢者世帯への除排雪支援や、豪雪時の家屋周辺の除排雪

支援を継続していく。 

１８【高齢者世帯等雪下ろし費用助成事業 280 千円】 

【豪雪対策特別支援事業 豪雪時補正対応】 
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▼交流・自然環境教育等地域資源を活用した活動の実践 

  朝日地域に広がる緑豊かな森林や、古くから伝わる伝統芸能、生活文化、

風習などは、地域にとって貴重な資源であるはずだが、日常の生活では意識

することが少ない資源でもある。青少年の自然体験活動、伝統芸能の保存伝

承活動等を通した「地域を知る」活動を継続することにより、地域への理解

を深め、地域コミュニティ再生のきっかけ作りが期待できる。森林文化都市

構想の推進と併せ、今後も地域資源を活用した活動が必要である。 

・大鳥自然の家を拠点に、豊かな森林資源を活用した自然体験プログ

ラムを開発しながら、子どもから大人まで多くの利用者を受け入れ

ていく。 

・今年度は、23 年度に作成した山野草マップを活用した自然観察会や

ヒメサユリの植栽活動を行っていく。 

４【大鳥自然の家環境教育実践事業 345 千円】 

７【里山整備支援ネットワーク育成事業 327 千円】 

  【森と水そして月光のしらべ補助金 700 千円】 

  【朝日地域づくり講演会事業補助金 200 千円】 

▼鳥獣被害防止対策への支援拡充 

鳥獣対策は農家にとっても地域住民にとっても大きな課題になっている。

農家にとっては作物被害による収入減少から生産意欲の減退につながると

ともに、農業を生きがいとすることができないことは高齢者の定住意欲を失

う要因となっている。また地域住民としても、鳥獣のうち特に熊、サルの出

没は、点在する集落を通行する幼児、高齢者へ人的危害を与える危険性があ

り、注意を促している状況にある。 

鳥獣被害は、地域住民にとって雪・風・水害等の自然災害と同様に生活を

脅かす大きな災害である。農家への支援とともに、地域住民の安全・安心な

生活を確保するため、鳥獣被害防止対策への支援拡充が必要である。 

・鳥獣被害防止については喫緊の課題であり、鳥獣被害防止器具導入

支援を継続するとともに、狩猟免許取得経費の助成を行い、鳥獣を

捕獲する担い手の確保を図っていく。併せて、パトロールを引き続

き行っていく。 

４３【鳥獣害保護及び駆除事業 市全体 2,793 千円】 

４４【鳥獣被害対策事業 市全体 2,550 千円 ①電気柵など器具購

入補助 1/2 ②狩猟免許取得支援 2/3】 

▼雪を地域資源として活用した施策の検討 

  当地域には雪を冷熱源として利活用した雪室施設が整備されている。現

在、雪室施設は農産物の冷温保存とともに、植物の発芽を抑制し、出荷調整

を行う等に利用されている。 

今年は震災の影響による節電対策が求められたこともあり、クリーンエネ

ルギーの活用が全国的に課題となっているが、雪室を例とし、豊富にある雪

を積極的に活用した自然エネルギー活用策の検討が必要である。併せて湯殿

山スキー場等も含め、広い意味で雪を活用した施策の検討が必要である。 

・雪室を引き続き活用していくとともに、雪の持つ「冷熱エネルギー」

の利活用について検討を進めていく。 

４２【雪室施設管理委託 913 千円】 

・道の駅「月山」を会場に「月山あさひ雪まつり」を開催し、多くの

観客で賑った。地域内事業者の協力を得ながら、朝日らしい「雪・

食・体験」を組み合わせたイベント内容を検討していく。 

６５【雪とぴあ運営事業補助 227 千円】 

５ 【冬季自然体験活動支援事業 400 千円】 
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▼水源の里として、水を活用した施策の検討 

  当地域は森林に囲まれた地域であるとともに、水源の里として水源のかん

養や自然環境の保全など、国土保全のための多面的機能を支える地域であ

る。水は飲料水や農業用水、水力発電に活用されている。また、洪水調節の

機能を持つダムを建設し、下流域の安全を確保している実態にある。 

自然の恵みである「水」という資源を守るため、環境保全の取り組みとと

もに、当地域の豊富な湧水を広く市民の憩いの場として活用し、「水」への

理解を深めてもらう取り組みが必要である。 

・今年度、朝日地域に存在する湧水箇所や水量の基礎調査を行い、広

く市民に PR すると共に、観光や産業など地域振興に結び付けてい

く方法を検討していく。 

８【地域資源ほりおこし事業補助 400 千円】 

 

 

▼生活交通確保への支援 

  朝日地域は豪雪の中、山間部に点在する集落が多く、生活交通の確保が困

難な地域である。特に自家用車等の交通手段を持たない高校生、高齢者等は

路線バスが唯一の公共交通機関であり、その金銭的負担も極めて大きいのが

実情である。地域に住み続けるためには、通学、通院、買物など、私たちの

日常生活に不可欠な身近な公共交通の確保が今後も必要であり、利用者への

支援拡充が必要である。 

・交通手段を持たない高校生や高齢者にとっては、唯一の公共交通と

して路線バス運行は不可欠なものと考えている。今後も運行継続を

要望していくとともに、市としても支援を継続していく。利用促進

が大きな課題であり、運行形態の見直しなど、利用者やバス事業者

等と意見交換、検討していく。 

・高齢者(70 歳以上)の交通確保対策として「いきいき高齢者パス」を

販売している。年間 3 万円の負担となるが、1 年間朝日からエスモ

ール間の路線バスに何回も乗車でき、一定の成果を上げており、継

続して実施していく。 

【高齢者いきいきパス支援事業】【診療所送迎バス運行】 

・非課税世帯を対象に高校生に対する通学補助を実施している。 

９５【高等学校遠距離通学生徒交通費補助 1,073 千円】 

▼生活環境改善のため住宅への支援拡充 

  山間部での定住化を推進する上では、住宅の維持管理等が特に大きな課題

となっている。豪雪という課題を抱える地域への生活支援策とともに地域産

材の利用に伴う林業振興を目的に、情報提供とともに地域材を活用した克雪

住宅建設への支援拡充が必要である。 

  また、生活環境の改善を図るためにも、空き家等危険家屋解体への支援が

必要である。 

・山間部の定住化のためには、克雪対策が大きな課題であり、現在行

っている克雪住宅支援事業を継続していく。 

９１【克雪住宅整備支援事業補助 1,000 千円】 

・老朽・危険空き家の解体を容易にする法整備及び支援制度の新設等

について、国・県に働きかけていく。 
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